
 
 

 

 

教育委員会の権限に属する事務の管理及び  

執行状況に係る点検及び評価に関する報告書  

（令和 5 年度版）  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和 6 年 9 月  

名古屋市教育委員会  





  

はじめに  
 
 平成19 年 6 月、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の一部が

改正され、教育委員会では、毎年、教育に関する事務の管理及び執行の

状況の点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会へ

提出するとともに市民に公表することが義務付けられました。この法改

正は、教育委員会が事務の管理・執行の状況を自ら点検・評価すること

により、より効果的な教育行政を推進するとともに、市民への説明責任

を果たすという趣旨に基づくものです。 

名古屋市教育委員会では、「第 3 期名古屋市教育振興基本計画」の進行

管理を通じて、令和 5 年度に取り組んだ事務の点検・評価を行いました。

本報告書によりその結果を報告します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋）  

 
(教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等 )  
第26 条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務(前条第 1 項の規

定により教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務

(同条第 4 項の規定により事務局職員等に委任された事務を含む。)

を含む。)の管理及び執行の状況について点検及び評価を行い、その

結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公

表しなければならない。 

 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に

関し学識経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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第 1 章 教育委員会による点検及び評価 
 

1  点検及び評価の概要 

 

（ 1 ）目的 

   教育委員会が、事務の管理及び執行の状況について自ら点検及び評価を行い、そ

の報告書を議会へ提出し、公表することにより、効果的な教育行政を推進するとと

もに、市民への説明責任を果たす。 

 

（ 2 ）点検・評価方法 

   第 3 期名古屋市教育振興基本計画（計画期間：平成31 年度～令和 5 年度）の進行

管理を事務の点検・評価の手法とする。 

 

（ 3 ）教育に関する学識経験者の知見の活用 

  教育に関する学識経験者 4 名に、外部の視点から意見・助言をいただく。 

 

 
 
 
 

＜学識経験者名簿＞ 

清瀧 裕子 愛知淑徳大学大学院教授、臨床心理士 
白上 昌子 ＮＰＯ法人アスクネット顧問 
建内 高昭 愛知教育大学教授・愛知教育大学附属名古屋中学校長 
原田 信之 中部大学教職課程センター教授 

（五十音順・敬称略） 
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２ 点検及び評価の説明 
    

 

 

めざす姿 

子どもが基礎的・基本的な知識・技能を身に付け、思考力・判 

断力・表現力など社会で活躍するための幅広い力を主体的に 

伸ばしている 

 

◆５年度の評価及び今後の取り組み・方向性 

○令和元年度に小学校用の、令和2 年度に中学校用の「名古屋市教育課程」を作

成し、各学校で特色ある教育課程を編成する際の参考として活用できるように

しました。教科書の採択替えに伴い、小学校では、令和5年度に「名古屋市教

育課程」を編成しました。中学校では、令和6年度に、現教育課程の活用状況

や課題などについて編成を行います。 

 

 ○ 

 

 ○ 

 

  

◆成果指標 

指標 

平成 

30年度 

(策定時) 

令和 

元年度 
2年度 3年度 4年度 5年度 

5年度 

(目標) 

「授業の内容がわ

かる」と回答した児

童生徒の割合 

小 

92.4% 

中 

86.7% 

小 

91.0% 

中 

82.5% 

小 

92.0％ 

中 

83.0％ 

小 

94.0％ 

中 

83.0％ 

小 

94.0％ 

中 

88.0％ 

小 

94.0％ 

中 

8４.0％ 

小 

94% 

中 

88% 

学習意欲に関する

質問に肯定的に答

えた児童生徒の割

合 

小 

80.0% 

中 

71.6% 

小 

81.5% 

中 

73.2% 

小 

80.8％ 

中 

77.0％ 

小 

83.6％ 

中 

75.1％ 

小 

82.9％ 

中 

76.6％ 

小 

82.３％ 

中 

77.6％ 

小 

82% 

中 

73% 

 
◆事業の方向性評定数 

拡充 継続 縮小 改善 

5 9 ０ ０ 

 

 

 
施策１ 

 

基礎的・基本的な知識・技能の習得と、自ら考え、判断し、表現する

など幅広い学力の育成を進めます 

 
方向性ごとの事業数を 
記載しています。 
 

成果指標・各事業の施策への貢献度を踏まえつつ、施策全体を見通

した視点により、５年度の評価や今後の取り組み・方向性などにつ

いて記載しています。 

 

原則、令和５年度実数値を

記載しています。 

事情により令和５年度以外

の値を使用する場合は年度

を併記してあります。 
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◆事業の実施状況（5 年度） 

＜事業群 ① 幅広い学力の育成＞ 

事業名【所管】 
重点１－１ 新学習指導要領の着実な実施【義務教育課・   

高等学校教育課・特別支援教育課】 

5年度決算額 －千円 

実施内容・成果（計画事業量の達成状況） 課題 

○授業改善を推進しました。 

○新学習指導要領に対応した「名古屋市教

育課程」を活用し、各校での特色ある教

育課程の編成を進めました。 

○教科書の採択替えに伴い、新学習指導要

領に対応した小学校用の「名古屋市教育

課程」を作成すること 

 

今後の取り組み・方向性 

継続 
○新学習指導要領に対応した「名古屋市教育課程」を、各学校で特色ある

教育課程を編成する際の参考として活用できるように進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新たな事業 公立高等学校入学者選抜でのウェブ出願対応 

【義務教育課・高等学校教育課・特別支援教育課】 

関連する計画掲載 

事業 
－ 

５年度決算額 ７，２２８千円 

事業の実施状況 

○令和６年度愛知県公立高校入学者選抜で導入されたウェブ出願

に向け、愛知県のシステム利用、ネットワーク回線、検定料収

納を始めとする対応を行った。 

今後の方向性 
○ウェブ出願システムの継続利用を行っていく。 

 

 令和５年度に行った主な取り組みに

ついて記載しています。 

 

各事業の方向性について、以下の 4種類に区分しております。 
【拡充】 対象・予算・実施回数の増などを行う場合 

【継続】 事業の内容を変更せず事業を継続する場合 

【縮小】 対象・金額・実施回数の減などを行う場合 

【改善】 拡充等によらず、事業の効果を高める工夫をする場合 

 
課題への対応や最終年度の目標達成を踏まえて今

後の取り組み・方向性について記載しています。 
 

教育振興基本計画に不掲載で、新たに開始した

主な取り組みを記載しています。 

計画期間における新規・拡充等の取り組み 

令和５年度における事業ごとの課題

を記載しています。 
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３　　施策体系図
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